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高齢者虐待防止法の概要

Ⅰ 総則
○

 
高齢者虐待の定義の明確化

○

 
国及び地方公共団体、国民の責務

Ⅱ

 
養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援

○

 
市町村による相談、指導、助言

○

 
養護者による高齢者虐待に係る通報（義務）

○

 
通報等を受けた場合に市町村がとるべき措置

Ⅲ

 
養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止

○

 
養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る市町村への通報義務

○

 
通報を受けた市町村から施設等を担当する都道府県への報告

○

 
虐待防止・高齢者保護のための老人福祉法・介護保険法による指導

監督権限の適切な行使

Ⅳ

 
その他

○ 国による調査研究
○

 
第三者による財産上の不当取引による被害の防止

○

 
国・地方公共団体による成年後見制度の利用促進

※

 

平成１８年４月１日施行
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介護施設、居宅サービス等の従事者による高齢者虐待

（法第２１条１項）
虐待発見者

＝施設従事者等

（法第２１条
２項・３項）
虐待発見者

通
報

（法第24条）
○虐待防止・高齢者保護
→介護保険法の権限の行使

〔介護保険法〕
・報告徴収、立入検査
・勧告、措置命令、指定取消等

（法第２４条）
○虐待防止・高齢者保護
→老人福祉法・介護保険法の権限の行使

〔老人福祉法〕
・報告徴収、立入検査、改善命令、

 

事業停廃止命令、
認可取消等

〔介護保険法〕
・報告徴収、立入検査、勧告、措置命令、指定取消等

（法第25条）従事者による虐待の状況等の公表

市

町

村

都

道

府

県

（法第２２条）
○通報等を受けた高齢者
虐待事例を都道府県に
報告

報
告

養
介
護
施
設
・
従
事
者
等

権限の行使

権限の行使

（法第９条）
○安全確認、事実確認、
対応協議

○老人福祉法の措置等
・ショートステイ
・特別養護老人ホーム

（法第６条、第１４条）
○相談、指導、助言等

被
虐
待
高
齢
者
・
養
護
者

措置

家族等の養護者による高齢者虐待

高齢者虐待防止法に基づく通報、対応等について

（法第９条）
被虐待高齢者

(法第７条）
虐待発見者

通
報

届
出

（法第２１条４項）

 
被虐待高齢者

届
出

通
報



６５歳以上の者のいる世帯数及び構成割合

出典：平成２０年版

 

高齢社会白書 ３
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平成１９年度における虐待防止法に基づく対応状況等

養介護施設従事者等によるもの 養護者によるもの

相談・通報件数 虐待判断件数 相談・通報件数 虐待判断件数

１９年度 ３７９件 ６２件 １９，９７１件 １３，２７３件

１８年度 ２７３件 ５４件 １８，３９０件 １２，５６９件

増減
（増減率）

１０６件
（38.8％）

８件
(14.8％)

１，５８１件
（8.6％）

７０４件

 （5.6％）

○養護者による虐待の特徴

・虐待種別では、身体的虐待が６４％、次いで心理的虐待が３８％。

・性別、年齢では、女性が７７％、８０～８９歳が４０％。

・世帯構成では、子と同一世帯が、６４％。虐待者は息子が４１％、夫が１６％の順。

・要介護認定を受けた者は、全体の６９％。

・認知症日常生活自立度Ⅱ以上は、全体の４５％



○市町村における体制整備の状況

・対応窓口の設置、周知がほぼ１００％となった。

・その他の取組も１８年度に比べて取組が向上。

・独自の対応マニュアル、業務指針等の作成や、ネットワークへの取組が低い状況。

５
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高齢者虐待防止ネットワーク構築の例

地域包括支援センター

相談窓口・各ネットワークのコーディネート

社会福祉協議会

民生委員

介護相談員

自治会
ＮＰＯ

ボランティア

家族の会

早期発見・見守り

ネットワーク

訪問看護

訪問介護

短期入所

養護老人ホーム

特別養護老人ホ

ーム

保健医療福祉サービス

介入ネットワーク

権利擁護団体

家庭裁判所

警察

医療機関

（精神含む）

消費者センター

関係専門機関介入

支援ネットワーク

①

相談・通報

の受付

②

実態把握

③

支援計画

④

サービス、

制度、機関

へのつなぎ

⑤

モニタリング

①相談・通報

②実態把握

④見守り

①相談・通報 ①助言・支援
④サービス、制度、機関

へのつなぎ

⑤モニタリング

市町村

ケアマネジャー
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